
◇　基 本 方 針

　公益財団法人秋田県学校給食会は、学校給食法に基づき、学校教育活動の一環として行われている

学校給食の円滑な実施及びその充実発展に努め、児童生徒の心身の健全な発達に資するとともに、

学校給食における食育の推進を支援することにより、県民の健全な食生活の実現に寄与することを目的

とする。この公益目的を達成するため「学校給食支援事業」として次の事業を行う。

　１　学校給食用物資の安定供給・安全確保に関する事業

　２　学校給食の普及充実及び食育支援に関する事業

　３　その他この法人の目的を達成するために必要な事業
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≪　事　業　≫

Ⅰ．学校給食用物資の安定供給・安全確保に関する事業

１．学校給食用物資の安定供給に関する事業

　学校給食の円滑な実施を目指し、民間事業者ではサービス提供が困難なへき地校等の遠隔地を

含む県下全域に学校給食用物資を安定供給する。

　県下全域において、年間を通して必要量、品質の安定性を確保した学校給食用物資を県下同一

価格で安定供給する。

（１）基本物資の供給

　 学校給食用パン、米穀（全て県産米）等基本物資については、安定供給の推進に努め、地域災

害等の不測の事態においても安定供給できる体制の充実に努める。

①学校給食用パン 〔委託加工工場：５工場〕

ア　普通パン供給計画

イ　米粉パン供給計画
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ウ　パン副材料供給計画

○脱脂粉乳 ㎏ ○砂糖 ㎏

○マーガリン ㎏ ○バイタルグルテン ㎏

②学校給食用米穀

ア　精米供給計画
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イ　学校給食用委託炊飯　〔委託加工工場：７工場〕
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③学校給食用牛乳　〔供給業者：３業者〕

　 学校給食用牛乳は、県農林水産部が入札を行い、本会が牛乳代金の回収及び牛乳供給業者へ

の支払いに係る業務を一元的に処理し、市町村教育委員会等の事務負担の軽減を図り、供給価格

の安定に努める。

（２）一般物資の供給

　 一般物資については、製造元から一括して大量に仕入れることにより低廉な価格で良質な物資の

確保と供給が可能となっており、本会が所有する倉庫（常温、冷蔵、冷凍）から県下全域の学校等に

供給する。 さらに、北海道・東北ブロック学校給食用物資共同購入委員会が組織されており、スケー

ルメリットを生かした学校給食用物資を購入し、価格の低廉化を図り、安定供給に努める。

　また、災害等の緊急時の際も学校等からの要請に対し、迅速な対応に努める。

（３）学校給食用物資売渡価格表の配布

　 本会取扱物資の価格、原料産地等を明示した「学校給食用物資売渡価格表」を作成のうえ、学校

給食関係機関に配布し、物資の理解を図る。一般物資価格の公表は、民間事業者の物資供給価格

の指標となり、品質低下の防止や価格抑制につなげる。　　

（４）物資委員会の開催

　 取扱物資の選定については、県教育委員会、校長、学校給食共同調理場所長、栄養教諭及び

学校栄養職員等で構成する「物資委員会」を組織し、栄養成分、アレルギー及び価格等について

審議を行い、安全で低廉な物資を公平・公正に選定し、学校等に供給する。

（５）物資展示会の開催

　 本会取扱物資の安全性・品質等について、栄養教諭・学校栄養職員に理解を深めてもらい、学

校給食の内容の充実を図る。

２　学校給食用物資の安全確保に関する事業

　 学校給食用物資の安全性を確認するために品質検査や委託加工工場への立ち入り検査を行な

うとともに、県教育委員会と連携を図り、食中毒の防止や衛生管理への意識の向上を図るため、栄

養教諭、学校栄養職員及び学校給食調理従事者等を対象とした研修会を開催し、学校給食の安

全確保に努める。
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（１）食品の品質検査の実施

　 本会取扱食品の安全安心を確保するため、製造元及び販売業者からの細菌検査表による安全

性の確認の他、定期的に食品検査（一般細菌、大腸菌群、黄色ブドウ球菌等）を外部検査機関に

委託し、必要に応じて結果を公表する。

（２）委託加工工場立入検査の実施

　 学校給食用物資の安全性を確保するために、学校給食用パン・炊飯委託加工工場の立入検査

を行い、衛生管理に対する意識の向上に努める。

（３）衛生管理講習会の開催

　 学校給食用パン・米飯委託加工工場関係従事者等を対象に衛生管理講習会を開催し、衛生管

理に対する意識の向上を図り、食中毒の防止等に努める。

Ⅱ　学校給食の普及充実及び食育支援に関する事業

１　学校給食の普及充実に関する事業

　 学校給食法の趣旨に沿った学校給食の目標が達成できるよう、学校給食の実施主体者である県・

市町村教育委員会と連携を図り、学校給食関係者の意識・資質向上に努める。

（１）研修会・講習会の開催

　 学校給食関係者の意識の向上や専門性を高め、児童生徒へ望ましい学校給食を提供するため

に、栄養学や食品衛生、食育等の専門家を招聘し、栄養教諭、学校栄養職員、学校給食調理従事

者、共同調理場所長及び職員を対象に研修会・講習会を開催する。

①学校給食調理員研修会

　 学校給食における食中毒等の事故発生を未然に防止するために、衛生管理等の正しい知識や

感染予防についての認識を深める。また、地場産物活用促進について共通認識を深め、学校給食

の充実・発展を図る。

②栄養教諭・学校栄養職員研修会

　 学校給食における衛生管理や食物アレルギー、異物混入等の事故の再発防止に向け、適切な

対応について理解を深め、栄養教諭及び学校栄養職員の資質向上を図る。

（２）学校給食研究団体への助成

　 学校給食の円滑な実施及び充実改善を図ることは、児童生徒、保護者だけでなく、広く県民の食

生活改善に大きな役割を果たすことから、本会の助成金交付要綱に基づき、学校給食研究団体に

対して助成を行い、各活動を支援する。

　・ 秋田県学校給食推進振興会

　・ 秋田県学校給食協議会　　

　・ 秋田県学校給食共同調理場連絡協議会

　・ 秋田県学校栄養士会



（３）学校給食用物資の特別配給

　 保護者や祖父母等に学校給食の意義及び実情を正しく理解してもらうため、各学校が独自に開

催している「学校給食試食会」に、保護者等試食用として米飯、パン、牛乳等の基本物資を児童生

徒の給食用と別に特別配給する。

（４）食の安全安心等に関する情報の提供

①ＨＰ等を利用して本会の概要、財務内容、取扱物資の紹介及び食品検査結果等の情報を提供

する。

②国・県等からの食中毒及び感染症の予防、啓発、食育支援等学校給食に関する情報等を提供

する。

２　食育の支援に関する事業

　 健全な食生活の実現を目指し、本県の豊かな自然環境の中から生産される農林水産・畜産物を

学校給食の食材として積極的に取り入れ、児童生徒が食を通じて地域の自然や文化、産業等に理

解を深めるよう食育の推進を支援する。

（１）地場産物の活用

　 学校給食に「生きた教材」として地場産物が活用されるよう、行政、生産者、加工業者等と連携を

図り、県内産の農林水産・畜産物の調達や商品開発に努める。また、講習会等を開催し、品質の向

上を図る。

（２）食に関する指導教材等の貸出

　 学校給食に関する食育活動の一環として、授業への参画や個別指導、家庭、地域との連携事業

等を行うための参考資料として、フードモデル、年代別献立パネル、図書、DVDなどの指導教材等

を学校や関係団体に無償で貸出しを行い、学校給食における食育指導の充実を図る。

Ⅲ　その他この法人の目的を達成するために必要な事業

　Ⅰ及びⅡに附帯する業務を行う。


